
地方創生交付金事業の効果検証

令和4年8月16日



【基本目標１】希望を持ち豊かに暮らすひとづくり

【基本目標３】自然との融和を目指すまちづくり

【基本目標２】生き生きと安心して働けるしごとづくり

【基本目標２】生き生きと安心して働けるしごとづくり

【基本目標１】希望を持ち豊かに暮らすひとづくり

【基本目標３】自然との融和を目指すまちづくり

【基本目標１】希望を持ち豊かに暮らすひとづくり

１．「ほどよい田舎」田園・山県暮らしの魅力発信事業

事業期間　R２～R4　
担当課　まちづくり・企業支援課　企画財政課

 ２．山県市超ローカルイノベーション計画事業

事業期間　R２～R4　
担当課　まちづくり・企業支援課

３．水栓バルブ発祥の地・山県の水栓バルブ製造業市場
開拓支援事業

事業期間　R２～R4　
担当課　まちづくり・企業支援課

４．美山地域の保育施設等を中心とした地域創造事業

事業期間　R３～R５　
担当課　子育て支援課

５．「恋人の聖地」広域市町村連携によるデジタル・
シティプロモーション事業

地方創生推進交付金事業一覧
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【基本目標３】自然との融和を目指すまちづくり

【基本目標１】希望を持ち豊かに暮らすひとづくり

【基本目標３】自然との融和を目指すまちづくり

【基本目標３】自然との融和を目指すまちづくり

【基本目標３】自然との融和を目指すまちづくり

【基本目標３】自然との融和を目指すまちづくり

事業期間　R３～R７
担当課　企画財政課　まちづくり・企業支援課　子育て支援課

６．「恋人の聖地」広域市町村連携による関係人口拡大に向けたバーチャ
ルコンパクトシティ事業

１．「観て・食べて・体験して！自然体験ゾーン」形成
に伴う「ハリヨ公園」リニューアル事業

事業期間　R２～R６　
担当課　建設課

２．山県バスターミナル賑わい創出プラットフォーム整備事業

事業期間　R２～R６　
担当課　まちづくり・企業支援課

３．（仮称）山県市グリーンプラザみやま多目的交流拠点施設整備事業

事業期間　R４～R５　
担当課　まちづくり・企業支援課

事業期間　R４～R８
担当課　企画財政課 まちづくり・企業支援課 農林畜産課 学校教育課

地方創生拠点整備交付金事業一覧
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令和３年度　地方創生推進交付金事業の効果検証

交付金対象事業 「ほどよい田舎」田園・山県暮らしの魅力発信事業ー山県で働き・山県で暮らすー

広域 担当課 まちづくり・企業支援課、企画財政課

単独 事業期間 令和２～４年度

1　希望を持ち豊かに暮らすひとづくり

3　自然との融和を目指すまちづくり

基本的方向
一人一人の個性が尊重され、生涯にわたって切れ目のない支援を実現し、環境を整備することによ
り希望や夢を持ち豊かなひとの創造を目指します。
ひとが生き生きと暮らし、しごとが豊かにあふれることで、まちにひとが集まり、更なる魅力や活
力を創出することにつながります。

事業費（計画額） 24,000千円 事業完了（見込）額 23,450千円

事業概要・目的
実施事業名 事業概要 事業費（計画額） 事業完了（見込）額

シティプロモーショ
ン

・ウェブサイト「YAMAGATA BASE」を活用し、市の魅力を情報発信
する。

・市内外で起業したモデルとなる人の創出過程とモデルの取り組み
をオンライン会議で参加者と共有し、YouTubeなどで情報発信す
る。

15,000千円 15,000千円

【田舎暮らし体験促進】
・宿泊と就労も含めたお試し移住ができる体制を整備し、田舎暮ら
しを体験してもらい移住につなげる。

・「ぎふ・山県おんせぇよぉ～」のメンバーを移住アドバイザーと
し、移住者への移住後の生活状況のヒアリングによりケアを行い、
定住促進を行う。

・地域でのイベントを開催して移住者と地域間の交流を図る。

4,000千円 3,696千円

【移住者交流事業】　
・移住者、移住希望者、空き家購入者と地域住民との交流を深め
る。

1,500千円 1,254千円

【空家等利活用促進支援事業】
・空き家に関する相談受付及び空家バンク登録業務を行う。

・ホームページで情報提供し、空家バンクへの登録促進、空き家の
利活用促進を行う。

2,200千円 2,200千円

【空家バンク登録物件開拓事業】
・子育て・新婚世帯に向けた重点地区（利便性の高い地域）を定
め、「ぎふ・山県おんせぇよぉ～」のメンバーと連携し、新規空き
家の開拓、所有者との交渉を積極的に行う。

・司法書士等を交えたワンストップ相談会を行う。

1,300千円 1,300千円

H30 R2 R3 R4
基準値 実績値 目標値 実績値 目標値

空き家バンクへの登録件数 19件 25件 27件 16件 30件

空き家の賃貸・売買契約数　 10件 13件 15件 12件 17件

市の住宅取得支援を利用して転入した世帯数 43世帯 17世帯 47世帯 34世帯 50世帯

空き家利用による転入した新婚世帯及び子育て世帯数 0世帯 1世帯 5世帯 2世帯 7世帯

交付金種別 推進交付金

基本目標

移住定住促進

空き家活用

事業目標　（KPI）
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事業成果 得られた知見・ノウハウ

・YAMAGATA　BASEのページ閲覧数が５年続け
て100万人を超え、114万件に達した。
・美山杉を使い、伊自良の柿渋を塗り、高富
の家具製造メーカーで作ったオール山県製の
３m四方の巨大作業机を設置し、関係人口の
モデルとなった映像作家が開設した市内オ
フィスで、オンライン会議を開催した。参加
者が山県市で働くことをイメージしてもらえ
るよう工夫し、77人の参加を得た。

・10月に開催したオンライン会議形式のアイデアソン、イベント開催時
には、他の月の2倍の19万3千回のページビューに達した。イベントへの
誘導として、インスタグラムや特設サイトの設置を行ったことが功を奏
した。
・YAMAGATA　BASEの市外在住の映像作家が、映像制作で市内に訪れるう
ちに、市内で起業し、事務所を構えるに至った。こうしたケースを増や
せるような仕組みが一つできた。

【田舎暮らし体験促進】
お試し移住ができる施設の整備、移住アドバ
イザーの配置、オンライン「空き家県学会」
「山県よりあい」、空き家改修講習会など、
移住希望者・移住者を支援する体制を整え
た。　　　　　　　　　

・SNSやパンフレットなど、自己による情報収集によりイベント等を
知ったと思われる人もわずかに上昇している。
・コロナ禍で直接会う機会が減ったことでオンラインでの「空き家見学
会」遠方から参加でき見学できるメリットはあったが、映像での紹介の
ため細かい部分が分かりづらいかったこともあり撮影の仕方を考える必
要がある。
・近隣（岐阜市、愛知県）に向けて、周知を行う必要がある。
・過去のイベント参加者等へのDMを活用した積極的なアプローチも効果
的と考えられる。
　イベント等参加の動機として、訪れてみたかった、人との交流を目的
としている人が多く、実際に交流できたことに対する満足度が高い。し
かし、参加者が偏っているという意見もあることから、交流イベント等
を継続して開催する。また、新規参加者を募るためにもPR強化（SNS、
チラシ等）を図る必要がある。

【空家等利活用促進支援事業】
【空き家バンク登録物件開拓事業】
・重点地区を定めた空き家の掘り起こしと空
き家利活用の啓発を行った。
・空き家バンクへの登録件数及び空き家の賃
貸･売買契約数は目標を達成しており、空き
家の利活用の促進が図れた。

新規で開拓した空き家や、利活用の啓発を行った空き家の新規登録があ
り、定期的な空き家の調査と継続的な啓発活動の重要性を感じた。
　新規で空家バンク利用希望者登録をした人が大幅に増加しているが、
賃貸・売買契約数は前年度と変化がない。
　当市に興味はあるものの希望する空き家がなく、移住に繋がっていな
い可能性がある。
　成約しても移住にいたっていないケースもあり、すぐに居住できるよ
うな良質な空き家の掘り起こしを行う必要がある。

今後の課題・方針

【山県市版シティプロモーション】
・これまでは自然風景などの魅力を発信し、交流人口の増加に努める一方で、宿泊施設がほとんどないため、滞在時間の
伸長が課題である。
→　巨大作業机を「BASE」とし、交流人口と関係人口の増加や新しい働き方を、YAMAGATA　BASEを中心に情報発信してい
く。
・山県市ファンを増やすため、また関係人口創出のため、ふるさと納税を活用していく。

【移住定住促進】
・新型コロナウイルス感染症の拡大によるフェアの中止、開催方法の変更等でPRや事業周知が十分に行えなかったことか
ら、様々な方法で事業をPR（SNS、チラシ等）する必要がある。
→　引き続きお試し移住ができる施設の整備や移住アドバイザーを配置することで、移住前後の支援を充実させる。
・近隣へのPRを強化するとともに、移住者・移住希望者・地域と交流できる事業を継続して行うことで、移住・定住の促
進を図る。

【空き家活用】
・空家バンクの新規利用希望者登録数は増加しているものの、空き家利活用による転入世帯が少なく、移住の受け皿とな
る空き家が不足（特に賃貸物件）している。
→　今年度掘り起こした新規空き家への利活用の啓発と、さらなる空き家の掘り起こしを行うことで、空き家利活用の促
進を図る。
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令和４年度　地方創生推進交付金事業の概要

交付金対象事業 「ほどよい田舎」田園・山県暮らしの魅力発信事業ー山県で働き・山県で暮らすー

広域 担当課 まちづくり・企業支援課、企画財政課

単独 事業期間 令和2～4年度

1　希望を持ち豊かに暮らすひとづくり

3　自然との融和を目指すまちづくり

基本的方向
一人一人の個性が尊重され、生涯にわたって切れ目のない支援を実現し、環境を整備することによ
り希望や夢を持ち豊かなひとの創造を目指します。
ひとが生き生きと暮らし、しごとが豊かにあふれることで、まちにひとが集まり、更なる魅力や活
力を創出することにつながります。

事業費（計画額） 23,000千円 事業完了（見込）額 23,000千円

事業概要・目的
実施事業名 事業概要 事業費（計画額） 事業完了（見込）額

シティプロモーショ
ン

・ウェブサイト「YAMAGATA BASE」を活用し、市の魅力を情報発信
する。

・新たに市内で起業予定のモデルとなる人の創出過程とモデルの取
り組みをリアル参加により参加者に体験してもらうとともに
YouTubeなどで情報発信していく。

14,000千円 14,000千円

【田舎暮らし体験促進】
・フェア等で本市のＰＲや転職希望者に新たな生活スタイルの提案
を行う。

・宿泊と就労も含めたお試し移住ができる体制を整備し、田舎暮ら
しを体験してもらい移住につなげる。

・「ぎふ・山県おんせぇよぉ～」のメンバーを移住アドバイザーと
し、移住者への移住後の生活状況のフォローを行い定住促進を行
う。

・地域でのイベントを開催（オンライン含む）して移住者と地域間
の交流を図る。

4,000千円 4,000千円

【移住者交流事業】
・子育て支援
　移住者、移住希望者親子などを対象として市内の子育て事業に参
加し交流を深める。

・家庭菜園事業
　移住者、移住希望者等と家庭菜園講習会で地域の人と交流を深め
る。

1,500千円 1,500千円

空家活用

・重点地区を定め、「ぎふ・山県おんせぇよぉ～」のメンバーと連
携し、更なる新規空き家の開拓、所有者との交渉を積極的に行う。

・ワンストップで相談を受けられるよう司法書士等を交えた相談会
を引き続き行うことで、地域の空き家に対する意識を向上させ、空
き家の活用の増加と地域からの情報提供が受けられる連携体制を整
える。

3,500千円 3,500千円

交付金種別 推進交付金

基本目標

移住定住促進
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H30 R2 R3 R4
基準値 実績値 目標値 実績値 目標値

空き家バンクへの登録件数 19件 25件 27件 16件 30件

空き家の賃貸・売買契約数　 10件 13件 15件 12件 17件

市の住宅取得支援を利用して転入した世帯数 43世帯 17世帯 47世帯 34世帯 50世帯

空き家利用による転入した新婚世帯及び子育て世帯数 0世帯 1世帯 5世帯 2世帯 7世帯

事業計画 事業目標設定

事業目標　（KPI）

【シティプロモーション】
・交流人口だけでなく関係人口も創出するため、市の豊かな
自然を感じながら仕事と余暇を満喫できる新たなモデルケー
スの創出を図り、その過程や取組を情報発信する。

【移住定住促進】
・移住地域との関わり方や稼ぐことの不安解消、アフター
フォローの体制づくりなどの課題があるため、田舎暮らし体
験施設の整備、子育て世代向けの事業、地域住民との更なる
交流の創出による移住前後の支援を行う。

【空き家活用】
・空家利活用の啓発強化及び更なる空き家の掘り起こしを行
うことで空家バンク登録物件の質と量の向上を図り、空家利
活用を促進する。

　前身事業の効果検証において、空き家を活用した移住を
促進していくためには移住の受け皿となる良質な空き家が
必要であり、空家バンクの質と量の充実が必要であるこ
と、また、移住促進には子育て世帯へのアプローチが効果
的であること等の分析により設定した。
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令和３年度　地方創生推進交付金事業の効果検証

交付金対象事業 山県市超ローカルイノベーション計画事業

広域 担当課 まちづくり・企業支援課

単独 事業期間 令和２～４年度

基本目標 2　生き生きと安心して働けるしごとづくり

基本的方向
地域の特性・特長を生かしながら、様々な産業や本市ならではのしごとが活性化し創出されること
は、ひとが地域に貢献する意識を高め、郷土愛・シビックプライドを強くすることにもつながりま
す。

事業費（計画額） 24,000千円 事業完了（見込）額 22,566千円

事業概要・目的
実施事業名 事業概要 事業費（計画額） 事業完了（見込）額

山県市中小企業等活
性化

中小企業等の共通課題である「生産性の向上」「経営の効率化」「多
様な人材の活躍」「販路開拓・拡大」「事業継続」を解決するため、
前向きに新規事業に取り組む市内事業者に対し、資金面で支援を行
う。

20,000千円 18,566千円

専門家等派遣
中小企業等活性化補助金交付事業を実施するため、市商工会を特定支
援機関に認定し、技術的支援を行う専門家等を配置し、本事業を活用
する事業者に対して、経営及び技術指導を行う。

4,000千円 4,000千円

R1 R2 R3 R4
基準値 実績値 目標値 実績値 目標値

山県市商工会員数 767人 806人 780人 853人 805人

新規創業者 1社 15社 6社 22社 9社

創業塾 受講者 5人 18人 12人 22人 15人

事業成果 得られた知見・ノウハウ

・市内の中小企業者３９社に、約４千万円の補助
金を交付し、本事業の実施により、２年目におい
ても、事業目標KPI　１～３のすべてにおいて目
標を上回った。

・本事業が小規模事業者の経営革新に向けた新規
投資の後押しとなり、また伴走支援を行った商工
会の活動に満足した結果、商工会への新規入会に
つながったと推測される。

・創業者への補助枠が活用されたことで、創業塾
受講者の増加に繋がったと推測される。

アンケート調査結果（補助事業者３９社）
・補助事業者の過半数が「人材採用・育成」を最大の経営課題としてい
る。市内事業者にどのような「人材採用・育成」の課題解決に繋がる支
援を行えるかを検討する必要がある。

・「IT利活用」を経営課題に掲げる企業は比較的少なかった。IT活用に
よる経営の効率化の実態が理解されていないことが推察されるため、活
用事例の紹介が必要である。

・商工会の経営相談を半数以上が希望するため、今後も商工会と協同し
て、上記知見を活かした取組を推進することが重要である。

今後の課題・方針

・事業所数や就業人口が減少する中、生産現場においては、労働不足を補うため、現在の生産能力を維持して若者等の新規
雇用者が就業しやすい環境を整備するため設備機械の導入や製造工程の内製化による生産性向上などが課題となっている。

・小売店、飲食業、サービス業については、コロナ禍ということもあり、依然として厳しい状況が続いている。そのため、
テイクアウトへの進出などの業態転換や新商品の開発、自社をＰＲするためのホームページの作成など、コロナ禍でも売上
が確保できる販路開拓等を重点的に支援していく必要がある。

・小規模事業者や創業者に対する補助枠を次年度も確保することが重要。

→　コロナ禍においても各ＫＰＩを達成するために、従来の対象事例に加えて、国の重要施策であるＤＸ化や脱炭素化を対
象事例とすることで、ポストコロナ時代を見据えた市内の中小企業等の事業発展をさらに後押していく。

交付金種別 推進交付金

事業目標　（KPI）
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令和４年度　地方創生推進交付金事業の概要

交付金対象事業 山県市超ローカルイノベーション計画事業

広域 担当課 まちづくり・企業支援課

単独 事業期間 令和２～４年度

基本目標 2　生き生きと安心して働けるしごとづくり

基本的方向
地域の特性・特長を生かしながら、様々な産業や本市ならではのしごとが活性化し創出されること
は、ひとが地域に貢献する意識を高め、郷土愛・シビックプライドを強くすることにもつながりま
す。

事業費（計画額） 39,000千円 事業完了（見込）額 39,000千円

事業概要・目的
実施事業名 事業概要 事業費（計画額） 事業完了（見込）額

山県市中小企業等活
性化

市内で事業を営む事業者の持続的な経営と事業の発展及び市内の経
済・産業の活性化のため、当市が資金面の支援を行う。

【補助対象事業】
・生産性の向上 （先端設備器機の導入）
・経営の効率化・深化 （IT・IoT・DX化の促進、脱炭素化等の促
進）
・多様な人材の活躍（労働環境改善・人材確保）
・販路開拓・拡大 （新商品の開発・ＰＲ）
・事業継続 （業務改善・事業承継・業態変更）

【補助対象経費】
・機械装置等費 ・開発費 ・人材採用・育成費等
補助金額は、10万円～250万円と取り組む事業や内容による。

35,000千円 35,000千円

専門家等派遣

・市内で事業を営む事業者の持続的な経営と事業の発展及び市内の
経済・産業の活性化のため、当市が資金面の支援及び専門家等によ
る技術的支援の派遣を行う.

・山県市商工会による経営指導や各種セミナー等を強化し伴走型支
援を行う。

・市内の中小企業及び小規模事業者の経営力向上や多様な人材育成
並びに新規創業者への支援を行う。

4,000千円 4,000千円

R1 R2 R3 R4
基準値 実績値 目標値 実績値 目標値

山県市商工会員数 767人 806人 780人 853人 805人

新規創業者 1社 15社 6社 22社 9社

創業塾 受講者 5人 18人 12人 22人 15人

事業計画 事業目標設定

交付金種別 推進交付金

事業目標　（KPI）

・製造業や建設業等ではＩＴやＩｏＴを導入して「生産性」
と「将来性」を高め、卸売や小売業などのサービス業では
「収益を高める施策」を実施。

・人手不足の解消のため若者や女性、高齢者等が活躍できる
労働環境を整える「人材確保」を行うため、戦略的イノベー
ション（「技術革新」「大きな変化」「新しい活用法」な
ど）を行うことにより、企業の訴求力を向上させて獲得した
人材を「定着」させる策が必要である。　

・市内事業者のＤＸや脱炭素を後押しする補助枠を新設し、
「ポストコロナ時代」を生き抜くための支援を行う。

【山県市商工会員数】
商工会が市内で事業を営む事業者に対して経営指導などを行
い支援を行ってきたが、厳しい経営環境のなかで年々事業所
が減少、子どもに事業を継がせたいと考える人が減り、事業
承継せず廃業する事業所も多くなってきたこと。

【新規創業者数】
【創業塾受講者数】
かねてから商工会を中心に創業塾を開催し、既存事業者への
支援のみならず、新規事業者を育成も行っていることから設
定した。
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令和３年度　地方創生推進交付金事業の効果検証
交付金対象事業 水栓バルブ発祥の地・山県の水栓バルブ製造業市場開拓支援事業

広域 担当課 まちづくり・企業支援課

単独 事業期間 令和２～４年度

基本目標 2　生き生きと安心して働けるしごとづくり

基本的方向
生き生きと和やかに暮らすためには、それぞれのしごとや役割、目的を果たし、認め合うことが必要
です。東海環状自動車道山県ICの開通、山県バスターミナルの整備や地域の特性・特長を生かしなが
ら、様々な産業や本市ならではのしごとが活性化し創出されることは、ひとが地域に貢献する意識を
高め、郷土愛・シビックプライドを強くすることにもつながります。

事業費（計画額） 27,204千円 事業完了（見込）額 25,454千円

事業概要・目的
実施事業名 事業概要 事業費（計画額） 事業完了（見込）額

水栓バルブ発祥の
地・山県の水栓バル
ブ製造業市場開拓支
援事業

【将来の成長を見据えた新分野、新地域、海外展開への市場開拓】
・国内及び海外の新たな販路拡大。
・水栓バルブ技術を用いた新分野への進出に向けた市場開拓促進事
業を、水栓バルブ委員会内に海外展開に対応する部門を設立。

【環境規制への対応】
・海外における高い規制値への対応に向けたコンサルティング派遣
および海外認証等を行う。
・設備補助については市内での一貫生産ができているという地域の
特性を生かし、市内水栓バルブ事業者の中でも比較的事業規模の大
きい地域経済牽引事業者に対して実施する。

【人材確保・育成への対応】
・市場縮小の恐れや環境規制への対応といった新たな課題へ対応で
きる企業が必要とする高技術をもった人材の確保が必要となるた
め、支援を行う。

27,204千円 25,454千円

H30 R2 R3 R4
基準値 実績値 目標値 実績値 目標値

技術高度化（新規市場開拓・環境規制）に対応するために
必要な技術を有した人材の採用者数

0人 8人 10人 7人 15人

地域経済牽引事業付加価値創出額（千円） 228,057 73,310 368,057 調査中 508,057

環境規制及び新分野展開に向けたソフト・ハード対策を実
施した企業数

0社 8社 19社 11社 30社

事業成果 得られた知見・ノウハウ

【将来の成長を見据えた新分野新地域、海外展
開への市場開拓】
・商談会（展示会）への出展補助（1社に交付）
・ウェブサイトの構築補助（3社に交付）
・設備導入補助（3社に交付）

【環境規制への対応】
・市場開拓・環境規制対応業務委託（7社に対
応）

【人材確保・育成への対応】
・高度技術化人材確保・育成業務委託
・7人採用

・当市は、水栓バルブの全国屈指の生産地であったが、環境規制対応等
の観点から、鋳造部品からプラスチック部品への置き換えが進むことが
予測される中、市内事業者におけるプラスチック成形の内製化と、加工
技術の高度化が課題となる。

・外部環境や市内業界の動向に無関心な事業者があったが、商工会内に
設置される水栓バルブ委員会の活動は、今後、事業者の視野を広げる役
割も担えるとよい。

・企業目線の商品開発から、マーケットインの視点を強化することで、
顧客ニーズをもとに製品企画をすることで顧客に受け入れられやすくな
る。

今後の課題・方針
・新型コロナウイルス感染症拡大による経営への影響により、設備投資に消極的になる姿勢が見られた。
・今後もコロナ禍は続くと思われるので、状況に応じた事業者支援が必要となる。

→　ソフト事業とハード事業との連携による効果増大を図るため、設備導入の前年度までに「設備導入支援事業」を実施
すること条件にするという内容に変更した。これを有効活用し、課題分析をした上で、設備導入につないでいく。

交付金種別 推進交付金

事業目標　（KPI）
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令和４年度　地方創生推進交付金事業の概要

交付金対象事業 水栓バルブ発祥の地・山県の水栓バルブ製造業市場開拓支援事業

広域 担当課 まちづくり・企業支援課

単独 事業期間 令和２～４年度

基本目標 2　生き生きと安心して働けるしごとづくり

基本的方向
生き生きと和やかに暮らすためには、それぞれのしごとや役割、目的を果たし、認め合うことが必要
です。東海環状自動車道山県ICの開通、（仮称）山県バスターミナルの整備や地域の特性・特長を生
かしながら、様々な産業や本市ならではのしごとが活性化し創出されることは、ひとが地域に貢献す
る意識を高め、郷土愛・シビックプライドを強くすることにもつながります。

事業費（計画額） 65,000千円 事業完了（見込）額 65,000千円

事業概要・目的

実施事業名 事業概要 事業費（計画額） 事業完了（見込）額

水栓バルブ発祥の
地・山県の水栓バル
ブ製造業市場開拓支
援事業

【将来の成長を見据えた新分野、新地域、海外展開への市場開拓】
・国内及び海外の新たな販路拡大。
・水栓バルブ技術を用いた新分野への進出に向けた市場開拓促進事
業を、水栓バルブ委員会内に海外展開に対応する部門を設立。

【環境規制への対応】
・海外における高い規制値への対応に向けたコンサルティング派遣
および海外認証等を行う。
・設備補助については市内での一貫生産ができているという地域の
特性を生かし、市内水栓バルブ事業者の中でも比較的事業規模の大
きい地域経済牽引事業者に対して実施する。

【人材確保・育成への対応】
・市場縮小の恐れや環境規制への対応といった新たな課題へ対応で
きる企業が必要とする高技術をもった人材の確保が必要となるた
め、支援を行う。

65,000千円 65,000千円

H30 R2 R3 R4
基準値 実績値 目標値 実績値 目標値

技術高度化（新規市場開拓・環境規制）に対応するため
に必要な技術を有した人材の採用者数

0人 8人 10人 7人 15人

地域経済牽引事業付加価値創出額（千円） 228,057 73,310 368,057 調査中 508,057

環境規制及び新分野展開に向けたソフト・ハード対策を
実施した企業数

0社 8社 19社 11社 30社

事業計画 事業目標設定

交付金種別 推進交付金

事業目標　（KPI）

・勉強会等現状分析を行っているなか、海外の環境規制値が
日本より厳しい値であることや日本においても環境規制値を
見直す動きがあることがわかった。

・国内においては市場縮小の予想があり、海外においては高
い規制値への対応が必要となるといった課題が浮き彫りに
なった。

こうした課題分析を踏まえ事業概要に沿って事業を遂行して
いく。

・地域経済牽引事業付加価値創出額」については前身の事業
である「水栓バルブ発祥の地・山県の水栓バルブ製造業リノ
ベーション事業」のKPIが、目標の5割程度であったことによ
るものである。
・「技術高度化（新規市場開拓・環境規制）に対応するため
に必要な技術を有した人材の採用者数」「環境規制及び新分
野展開に向けたソフト・ハード対策を実施した企業数」につ
いては、当事業の目的に沿ったものである。
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令和３年度　地方創生推進交付金事業の効果検証
交付金対象事業 美山地域の保育施設等を中心とした地域創造事業

広域 担当課 子育て支援課

単独 事業期間 令和３年～令和５年度

1　希望を持ち豊かに暮らすひとづくり

3　自然との融和を目指すまちづくり

基本的方向

一人一人の個性が尊重され、出生、子育て、教育、結婚、労働、社会貢献、自己実現、介護、福祉な
ど生涯にわたって切れ目のない支援を実現し、環境を整備することにより希望や夢を持ち豊かなひと
の創生を目指します。

ひとが生き生きと暮らし、しごとが豊かにあふれることで、まちにひとが集まり、更なる魅力や活力
を創出することにつながります。

事業費（計画額） 3,650千円 事業完了（見込）額 3,650千円

事業概要・目的
実施事業名 事業概要 事業費（計画額） 事業完了（見込）額

美山地域の保育施設
等を中心とした地域
創造事業

・当該地域における地域資源・地域経済等の現状を調査

・地域資源を活用した事業団体の増加、保育園をはじめとする子育
て支援事業への民間活力導入を図るために必要となる事業計画を策
定

・自然を生かした保育事業を展開できるよう、保育士の自然体験型
保育のスキル向上を目指す。

3,650千円 3,650千円

R1 R３ R４ R５
基準値 目標値 実績値 目標値 目標値

市内及び当該地域における子育て世代の転出入差の減少 0人 5人 -144人 15人 25人

子育て世代の転入増加による当該保育園への入園増加 0人 1人 -4人 2人 4人

地域資源（自然資源等）を活用した事業団体の増加 0団体 1団体 1団体 2団体 3団体

公立保育園への民間活力の採用（地域自然を利活用した保
育園の民営化）

0施設 0施設 0施設 0施設 1施設

事業成果 得られた知見・ノウハウ

市立保育園児の保護者向けにニーズ調査を実施
し、現状を把握することができた。
また、先進地研修として横浜での保育士研修を実
施した。

ニーズ調査により、市立保育園児の保護者が自身の経験からも自然と触
れ合う体験を重視しており、自然体験保育に高いニーズがあると分かっ
た。
また、保育士先進地研修を通して、保育士が日々の保育から立ち止まり
考える機会となり、より良い保育を実践するために地域資源や自然を活
用した保育が実践を豊かにするために重要であることに気づくことがで
きた。

今後の課題・方針

統計データや保育施設の現状調査等の地域現状調査を進める。
市立保育園児自然体験、市内外の方向けの自然体験を実施し、山県市の地域資源を生かした魅力を発信していく。
保育士研修を実施し、市立保育園の保育者の自然体験保育のスキル向上を目指す。

交付金種別 推進交付金

基本目標

事業目標　（KPI）
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令和４年度　地方創生推進交付金事業の概要

交付金対象事業 美山地域の保育施設等を中心とした地域創造事業

広域 担当課 子育て支援課

単独 事業期間 令和３年～令和５年度

1　希望を持ち豊かに暮らすひとづくり

3　自然との融和を目指すまちづくり

基本的方向

一人一人の個性が尊重され、出生、子育て、教育、結婚、労働、社会貢献、自己実現、介護、福祉な
ど生涯にわたって切れ目のない支援を実現し、環境を整備することにより希望や夢を持ち豊かなひと
の創生を目指します。

ひとが生き生きと暮らし、しごとが豊かにあふれることで、まちにひとが集まり、更なる魅力や活力
を創出することにつながります。

事業費（計画額） 2,989千円 事業完了（見込）額 2,989千円

事業概要・目的
実施事業名 事業概要 事業費（計画額） 事業完了（見込）額

美山地域の保育施設
等を中心とした地域
創造事業

・当該地域における地域資源・地域経済等の現状を調査

・地域資源を活用した事業団体の増加、保育園をはじめとする子育て
支援事業への民間活力導入を図るために必要となる事業計画を策定

・自然を生かした保育事業を展開できるよう、保育士の自然体験型保
育のスキル向上を目指す。

2,989千円 2,989千円

R1 R３ R４ R５
基準値 目標値 実績値 目標値 目標値

市内及び当該地域における子育て世代の転出入差の減少 0人 5人 -144人 15人 25人

子育て世代の転入増加による当該保育園への入園増加 0人 1人 -4人 2人 4人

地域資源（自然資源等）を活用した事業団体の増加 0団体 1団体 1団体 2団体 3団体

公立保育園への民間活力の採用（地域自然を利活用した
保育園の民営化）

0施設 0施設 0施設 0施設 1施設

事業計画 事業目標設定

交付金種別 推進交付金

基本目標

事業目標　（KPI）

・魅力ある保育事業を展開することにより移入者を増
やし、地場産業の雇用供給が確保され、商店街の活性
化によって生活利便性を高めれば、転出者の抑制と転
入者の増加につながるという「正のスパイラル」への
パラダイムシフトを目指そうとするものである。

・魅力ある「選ばれる保育所」を整備することにより、子育て支援世
代をターゲットとして、市北部地域の転入増加を目指すため、転出入
差を第１ＫＰＩとした。
また、こうした保育所整備は、順次行っていくことと、その情報の浸
透には期間がかかるため、複数年の経過を観察する必要がある。

・当該保育園への具体的な入園増加数を測ることは、本事業効果を直
接的に測定するものとなるため第２ＫＰＩとした。
なお、これも保育所整備・情報浸透の期間がかかるため、複数年の経
過を観察する必要がある。

・当該保育園は、最終的には官民共同の下での民間主体の園運営を目
指しており、そのためには地域資源を活用した団体の増加が重要でも
あるため、第３ＫＰＩとした。
また、そうした団体は、当該保育所の変遷を見守り得るため、複数年
の経過を観察する必要がある。

- 13 -



●

○

1

2

3

令和３年度　地方創生推進交付金事業の効果検証
交付金対象事業 「恋人の聖地」広域市町村連携によるデジタル･シティプロモーション事業

広域（１８市町村） 担当課 企画財政課　まちづくり・企業支援課　子育て支援課

単独 事業期間 令和3年～令和7年度

1　希望を持ち豊かに暮らすひとづくり

3　自然との融和を目指すまちづくり

基本的方向

一人一人の個性が尊重され、出生、子育て、教育、結婚、労働、社会貢献、自己実現、介護、福祉など
生涯にわたって切れ目のない支援を実現し、環境を整備することにより希望や夢を持ち豊かなひとの創
生を目指します。

ひとが生き生きと暮らし、しごとが豊かにあふれることで、まちにひとが集まり、更なる魅力や活力を
創出することにつながります。

事業費（計画額） 36,638千円 事業完了（見込）額 35,533千円

事業概要・目的
実施事業名 事業概要 事業費（計画額） 事業完了（見込）額

市町村連携ポータル
プラットフォーム共
同基盤事業

・恋人の聖地観光協会市町村長会に加入する市町村のうち18市町村
が、共同でシティプロモーションの展開及び事業を行うため、プラッ
トフォーム、共同制作物、YouTubeチャンネル、SNSやポータルサイト
を開設・整備する。

❖参画市町村　１８市町村
・大阪府貝塚市　・北海道七飯町　・岩手県花巻市
・山形県村山市　・福島県田村市　・石川県白山市
・長野県須坂市　・岐阜県山県市　・静岡県西伊豆町
・愛知県豊根村　・大阪府泉南市　・兵庫県朝来市
・徳島県阿南市　・高知県室戸市　・福岡県小郡市
・佐賀県基山町　・熊本県阿蘇市　・大分県豊後高田市

5,000千円 5,000千円

各市町村の連携シ
ティプロモーション
事業

【名山めぐり事業】
　三名山や気軽に登れる山の現状調査や整備計画を検討する。
「恋人の聖地」を有する山県市として、登山をきっかけにした婚活に
つながる企画を実施する。

【山県市PR強化事業】
　風光明媚な市内の絶景スポットを紹介する観光総合サイト、冊子内
容の充実を図る。各スポットをオンリーワンスポットとして観光資源
化するため、地元民主導で活動していくためのコンサルティングを実
施する。

14,000千円 12,924千円

各市町村の連携デジ
タル活用・地域活性
化事業

・市町村連携プラットフォーム共同基盤事業で行う「リモートワーク
ショップ」「動画投稿コンテスト」などと連動させ、若年層の取込み
や各自治体におけるデジタル情報発信への移行を試みるため、「マ
リッジサポートセンター運営業務委託」、「ふるさと栗まつり実行委
員会負担金事業」を実施する。

17,638千円 17,609千円

R1 R３ R４ R５ R６ R７
基準値 目標値 実績値 目標値 目標値 目標値 目標値

観光入込人数 255,286人 290,386人 722,586人 366,436人 480,511人 548,956人 590,023人

ポータルプラットフォームへの投稿数 0件 45件 79件 42件 66件 90件 114件

メディア掲載数 0件 18件 7件 4件 6件 8件 10件

交付金種別 推進交付金

基本目標

事業目標　（KPI）
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事業成果 得られた知見・ノウハウ
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ム

共同で開設したYouTubeチャンネルで、それぞれの特産品
を首長が持ち寄り、著名人からの評価を競い合う動画を作
成した。市の特産品3点を出品し、高評価を受け、人気投
票では上位に名を連ねる特産品もあった。

人気投票は、7万件を超える応募があり、スケールメリッ
トを感じ取ることができた。

各
市
町
村
の
連
携
シ
テ
ィ
プ

ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
事
業

【名山めぐり事業】
山の現状調査から安全対策や今後の活用方法を把握するこ
とができた。市内事業者等との連携により市内消費につな
がる展開を起こすことができた。登山を通じた交流・出会
いの場をつくることができた。

【山県市PR強化事業】
ビールの製造過程や商品に関するものを動画として残し、
主に若者をターゲットにした、動画全盛時代に即した情報
発信を行った。

調査により、事実や現状、データに現れたニーズを把握
し、地域の事業者と連携し観光資源を活用したオンリー
ワンスポットを創出する手法を取り入れた。

【山県市ふるさと栗まつり実行委員会負担金】
ふるさと栗まつりは、「利平栗」をテーマにしたイベント
で、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で従来型のイベ
ントは中止したが、無観客でラジオやテレビといったメデ
ｲアを活用することでウｲズコロナの時代に対応した地域の
PRを実施することができた。

テレビ番組を意識し、セットにチョークアートの手法を
取り入れたほか、事前に市民から寄せていただいた質問
に三山さんが答えるという新たな試みを行った。
事前告知では密を回避するため会場名を非公開とした。
例年、会場に来ることを楽しみとしているお客様のため
に、今回は豪華プレゼント企画を実施。山県市特産の利
平栗をはじめ市の特産品を抽選で30名にふるまった。プ
レゼントの応募の際に、専用の応募フォームに番組への
意見を添えていただくことで、栗まつりのリスナーの生
の声をいただくことや認知度アップにつなげることがで
きた。

【マリッジサポートセンター運営業務委託】
マリッジサポートセンターの運営をRunLand株式会社に業
務委託した。
コロナ禍で時間の短縮や中止を余儀なくされることがあっ
たが、結婚相談所の運営では、成婚数は2名にとどまった
ものの、登録者数を6名増やすことができた。
アウトリーチ活動では、独身者を持つ親御さん向けセミ
ナーを開催することでマリッジサポートセンターへの新規
入会につなげることができた。
婚活交流会では、3回の婚活交流会と1回の写真撮影セミ
ナーを開催した。参加者充足率100％と多くの方の参加が
あった。

結婚相談所の運営では、登録をしているが活動をされて
いない会員が多数いるため、登録者の活動を活発化させ
ることが必要である。
アウトリーチ活動では、親御さんから好評をいただき新
規入会にもつなげることができたため、定期的に開催
し、新規会員の増加につなげていく。
婚活交流会では、充足率100％でイベント参加者の満足度
も高く、出会いのきっかけを提供できた。

今後の課題・方針
【市町村連携ポータルプラットフォーム共同基盤事業】
今後、製造や販売・提供、流通を担う事業者に市が持っている情報を提供しコロナ禍で冷え込む地域経済を活性化すること
を目指している。
主に若者をターゲットにした、動画全盛時代に即した情報発信を行う。

【名山めぐり事業】
山の安全性確保のための誘導看板設置、登山者満足度向上のための眺望確保や楽しみ方の仕掛けを検討する。市内消費に繋
げるための店舗等と連携強化を行う。

【山県市PR強化事業】
地元の方からの提案事項に対して解決しなければならない課題を洗い出し、行政が担うこと、民間が担う事、それぞれの役
割分担をし、オンリーワンの観光コンテンツ作りの実現に向けて行動する。今回は、利平栗の発祥の地・山県市をPRするた
めクラフトビールを試作したが、今後も、新たな特産品開発の支援や、栗まつりなどで、特産品を活用した市のPRを継続し
ていく。

【ふるさと栗まつり実行委員会負担金事業】
今回は、利平栗の発祥の地・山県市をPRするためクラフトビールを試作したが、今後も、新たな特産品開発の支援や、栗ま
つりなどで、特産品を活用した市のPRを継続していく。
【マリッジサポートセンター運営業務委託】
会員数の増加等一定の成果をあげることができたが、成婚へとつなげていくために会員の活動を活発化させることが今後の
課題である。そのためにも、入会やイベント参加から次の活動へとつなげていくために、それぞれの会員のニーズに合った
サポートを行っていく必要がある。

各
市
町
村
の
連
携
デ
ジ
タ
ル
活
用
・
地
域
活
性
化
事
業
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令和４年度　地方創生推進交付金事業の概要

交付金対象事業 「恋人の聖地」広域市町村連携によるデジタル･シティプロモーション事業

広域（１８市町村） 担当課 企画財政課　まちづくり・企業支援課　子育て支援課

単独 事業期間 令和3年～令和7年度

1　希望を持ち豊かに暮らすひとづくり

3　自然との融和を目指すまちづくり

基本的方向

一人一人の個性が尊重され、出生、子育て、教育、結婚、労働、社会貢献、自己実現、介護、福祉な
ど生涯にわたって切れ目のない支援を実現し、環境を整備することにより希望や夢を持ち豊かなひと
の創生を目指します。

ひとが生き生きと暮らし、しごとが豊かにあふれることで、まちにひとが集まり、更なる魅力や活力
を創出することにつながります。

事業費（計画額） 36,638千円 事業完了（見込）額 36,638千円

事業概要・目的

実施事業名 事業概要 事業費（計画額） 事業完了（見込）額

市町村連携ポータル
プラットフォーム共
同基盤事業

令和3年度、共同で整備・開設したプラットフォーム等を活する。中
でもYouTubeチャンネルでは、それぞれの特産品を市長が持ち寄り、
著名人からの評価を競い合う模様を動画を作成・配信する。

❖参画市町村　１８市町村
・大阪府貝塚市　・北海道七飯町　・岩手県花巻市
・山形県村山市　・福島県田村市　・石川県白山市
・長野県須坂市　・岐阜県山県市　・静岡県西伊豆町
・愛知県豊根村　・大阪府泉南市　・兵庫県朝来市
・徳島県阿南市　・高知県室戸市　・福岡県小郡市
・佐賀県基山町　・熊本県阿蘇市　・大分県豊後高田市

5,000千円 5,000千円

各市町村の連携シ
ティプロモーション
事業

【名山めぐり事業】
　三名山や気軽に登れる山の現状調査や整備計画を踏まえ、市内事業
者と連携し、市内での消費活動につながる展開と登山を通じた交流の
機会を作り、出会いの場へと活用する。

【山県市PR強化事業】
　風光明媚な市内の絶景スポットを紹介するWebサイト、冊子、動画
の制作を踏まえ、各スポットをオンリーワンスポットとして観光資源
化するため、地元民主導で活動していく。

14,000千円 14,000千円

各市町村の連携デジ
タル活用・地域活性
化事業

【ふるさと栗まつり実行委員会負担金事業】
　まつりは、恋人の聖地に関連したブースを設け、新型コロナウイル
ス感染症対策を講じながら開催する。

【マリッジサポートセンター運営業務委託】
　山県市マリッジサポートセンターについて、恋人の聖地観光協会の
スケールメリットを生かし、デジタル社会やICTに適応しやすい若年
等をターゲットにした情報発信で、婚活支援態勢を強化する。

17,638千円 17,638千円

交付金種別 推進交付金

基本目標
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2

3

R１ R３ R４ R５ R６ R７

基準値 目標値 実績値 目標値 目標値 目標値 目標値

観光入込人数 255,286件 290,386件 722,586件 366,436件 480,511件 548,956件 590,023件

ポータルプラットフォームへの投稿数0件 45件 79件 42件 66件 90件 114件

メディア掲載数 0件 18件 7件 4件 6件 8件 10件

事業計画 事業目標設定

・全国の市町村において、新しい生活様式に対応した効果的
なシティプロモーションにより、地域の魅力を全国、特に東
京をはじめとする大都市圏に向け発信することができ、市町
村域の地域資源を魅力あるものに磨き上げることにより、観
光振興による交流人口の増加に加え、関係人口の増加を図
り、移住・定住による地方への人の流れを生み出すことがで
きる地方創生としての将来像を目指す。

KPIは共同で国へ提出した実施計画より転記
■コンテンツ投稿数
基盤事業により用意されたプラットフォームを活用し、事業
者・一般市民によるＳＮＳ等により投稿された、写真・動画
あるいはＳＮＳアカウント数を指標とするが、シティプロ
モーションにかかる情報の拡散と波及の『源』となる投稿数
の拡大は、本事業の取組による情報発信コンテンツ事業の開
発促進の効果を直接的に計測するものとして適切である。

■メディア掲載数
インターネットメディア、ＳＮＳ、新聞、テレビ、その他の
メディアへの二次的な掲載数を指標とすることにより、各市
町村のシティプロモーション事業取組による広域市町村連携
シティプロモーション事業の波及効果を直接的、客観的に計
測するものとして適切である。

■啓発事業実施数
本事業取組による「地域産業拡大事業」ならびに「情報ネッ
トワーク・地域活性化事業」の事業効果を直接的に計測する
ものとして適切である。

事業目標　（KPI）
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令和４年度　地方創生推進交付金事業の概要

交付金対象事業
「恋人の聖地」広域市町村連携による関係人口拡大に向けた

バーチャルコンパクトシティ事業

広域（１８市町村） 担当課 企画財政課　まちづくり・企業支援課　農林畜産課　学校教育課

単独 事業期間 令和４年～令和８年度

1　希望を持ち豊かに暮らすひとづくり

3　自然との融和を目指すまちづくり

基本的方向

一人一人の個性が尊重され、出生、子育て、教育、結婚、労働、社会貢献、自己実現、介護、福祉な
ど生涯にわたって切れ目のない支援を実現し、環境を整備することにより希望や夢を持ち豊かなひと
の創生を目指します。

ひとが生き生きと暮らし、しごとが豊かにあふれることで、まちにひとが集まり、更なる魅力や活力
を創出することにつながります。

事業費（計画額） 52,843千円 事業完了（見込）額 52,843千円

事業概要・目的

実施事業名 事業概要 事業費（計画額） 事業完了（見込）額

共同基盤事業
関係人口拡大推進事業
ふるさと大使関連事業

【共同基盤事業】（5,000千円）
　加入する１４市町村が共同のバーチャルシティを構築し、市町村
独自の事業や制度の案内窓口を作り、その市町村に仮想住民登録し
た人は、限定情報などの特典を受けられる仕組みをつくる。

【関係人口拡大推進事業】（30,000千円）
　合併20周年記念として、シビックプライドの醸成、交流・関係・
移住人口の創出を図るための映像制作・発信を行う。

【ふるさと大使関連事業】（1,460千円）
　ふるさと大使三山ひろし氏と市民とがふれあえるイベントを開催
する。

36,460千円 36,460千円

恋人の聖地運営費負担
事業
スタートアップ支援事
業

【恋人の聖地観光協会運営費・恋人の聖地観光協会市町村長会会
費】（283千円）
運営費として年間253千円、会費として年間30千円支出。

【スタートアップ支援事業】（1,100千円）
起業に興味を持つ女性を主な対象とし、セミナーや先輩起業家との
交流会などを実施することで、女性起業家の育成を応援する。

1,383千円 1,383千円

農産物供給体制強化事
業

農業用ビニールハウス設置に係る費用の一部助成を実施。 5,000千円 5,000千円

自治体間交流創出事業
（委託料・賃金）

　次代を担う市内小学校６年生が、世界遺産である熊野古道等を見
学し歴史的ロマンに触れたり、山県市にはない海の大自然で活動し
たりすることは、広い視野をもつとともに「ふるさと山県」の素晴
らしさを改めて実感することにつながる。
　１泊２日の熊野市での研修を通して、「山県市で育ったアマゴ
が、大海に出てサツキマスとなり、大きく成長して山県市の源流に
戻ってくる」ように、大きな夢を語れる子どもたちの成長を願い、
本事業を実施する。

10,000千円 10,000千円

交付金種別 推進交付金

基本目標
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R3 R４ R５ R６ R７ R８

基準値 目標値 実績値 目標値 目標値 目標値 目標値

観光入込数 7,520,000人 9,820,000人 － 12,320,000人 15,070,000人 18,070,000人 21,270,000人

仮想市民登録数 0件 1,820件 － 4,200件 7,000件 11,200件 16,100件

地方志向者の魅力度数 30% 33% － 36% 39% 42% 45%

事業計画 事業目標設定

【共同基盤事業】
　加入する１４市町村が共同のバーチャルシティを構築し、
市町村独自の事業や制度の案内窓口を作り、その市町村に仮
想住民登録した人は、限定情報などの特典を受けられる仕組
みをつくる。

❖参画市町村　１４市町村
・大阪府泉佐野市　・北海道七飯町　・栃木県野木町　・栃
木県那須町　・群馬県上野村　・群馬県川場村　・長野県須
坂市　大阪府貝塚市　・大阪府泉南市　・広島県神石高原町　
・高知県室戸市　・高知県黒潮町　・大分県豊後高田市

【関係人口拡大推進事業】
　合併20周年記念として、シビックプライドの醸成、交流・
関係・移住人口の創出を図るための映像制作・発信を行う。

【ふるさと大使関連事業】
　ふるさと大使三山ひろし氏と市民とがふれあえるイベント
を開催する。

【恋人の聖地観光協会運営費・恋人の聖地観光協会市町村長
会会費】
　運営費として年間253千円、会費として年間30千円支出。

【スタートアップ支援事業】
　民間企業における副業が解禁され、副業に興味を持つ人が
増えている中、市内では商工会が主催する創業塾を受講し企
業する女性が年々増加している。起業に興味を持つ女性を主
な対象とし、セミナーや先輩起業家との交流会などを実施す
ることで、女性起業家の育成を応援する。

【農産物供給体制強化事業】
 　東海環状自動車道山県ＩＣが開通し、市内の農産物等を
扱うにぎわい施設として「体験農園みとか」、「山県ばす
けっと」が相次いでオープンしたことにより、既存の近隣農
産物直売所にも波及効果が生まれたが、予想を上回る売れ行
きにより、農産物が早期に完売することが課題となってる。
　そのため、賑わう直売所の不本意な停滞を防ぐため、市内
農家が安定的に季節を問わず野菜等の生産や直売所等への出
荷ができるよう農業用ビニールハウス設置に係る費用の一部
助成を実施する。

【自治体間交流創出事業（委託料・賃金）】
　市内全小学校６年生（１９７人、引率２４人）を２団に分
け、１泊２日の熊野市での研修を実施する（第１団：１１月
１６日～１７日、第２団：１２月１日～２日）。世界遺産で
ある熊野古道（松本峠）・鬼ヶ城・花の窟神社の見学、熊野
市との交流セレモニー、定置網漁体験等を実施する。

事業目標　（KPI）

上記は加入市町村合計の数値。KPIは共同で国へ提出した実
施計画より転記

■観光入込数／人
観光入込数（14市町村の観光入込数合計）は、観光から滞
在エリアに、さらには定住エリアとして選ばれる市町村に
なるため、本事業取組の成果に相関する全体の分母となる
重要指標である。本事業による地方志向者に対する地域の
魅力向上の取り組みが観光交流人口の拡大につながる側面
があり、事業成果を間接的に計測し評価すべきアウトカム
指標として非常に重要である。

■仮想市民登録数／件
仮想市民登録数は、「（1）バーチャルコンパクトシティ共
同基盤事業」「（2）観光交流促進強化連携事業」における
情報発信等のＰＲ事業のアウトプット指標に呼応し、「14
市町村に関心を示した人の数」に比例し、関係人口の創出
を図る入口指標となる。また、複数年にわたるアウトプッ
ト事業により、アウトカムである「14市町村に関心を示し
た人の数」が比例的に増えるという費用対効果を図れるア
ウトカム指標として適切である。

■地方志向者の魅力度数／％
地方志向者の魅力度数は、仮想市民登録者（14市町村に関
心を示した人）や市町村の若者・ファミリー層に対してア
ンケート調査を実施し、観光地としての魅力、地域の環
境・取組・支援の魅力などについて得た回答を元に、総合
的に指数化し満足度を測る。継続的調査による魅力度指数
による評価は、関係人口拡大事業や地域の取組の改善に繋
ぐことができることから、本事業の取組による成果を直接
的に計測するものとして適切である。
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令和３年度　地方創生拠点整備交付金事業の効果検証

交付金対象事業
『観て・食べて・体験して！自然体験ゾーン』形成に伴う

「ハリヨ公園」リニューアル事業

広域 担当課 建設課

単独 事業期間 令和２～６年度（効果測定期間）

基本目標 3　自然との融和を目指すまちづくり

基本的方向 ひとが生き生きと暮らし、しごとが豊かにあふれることで、まちにひとが集まり、更なる魅力や活
力を創出する。

事業費（計画額） 572千円 事業完了（見込）額 572千円

事業概要・目的
実施事業名 事業概要 事業費（計画額） 事業完了（見込）額

『観て・食べて・体
験して！自然体験
ゾーン』形成に伴う
「ハリヨ公園」リ
ニューアル事業

令和２年度にリニューアルしたハリヨ公園において、引き続き公園
施設の維持管理を行った。また、市民等を対象としたハリヨの生息
観察会を行い魅力や活力を創出した。

572千円 572千円

Ｈ30 R2 R3 R4 R5 R6
基準値 実績値 目標値 実績値 目標値 目標値 目標値

伊自良地域観光施設への交流人
口数

157,000人 117,982人 159,000人 198,611人 170,000人 183,000人 199,000人

てんこもり農産物直売所及び体
験型いちご園の売上収入額(千
円）

93,785 86,192 99,785 149,030 105,785 111,785 117,785

事業成果 得られた知見・ノウハウ
・絶滅危惧種であるハリヨの繁殖をしやすい環境づくりが
継続して必要となる。

・近隣の農産物直売所やいちご園などとの相乗効果によ
り、来訪者の滞在時間を長くし、周回型観光へシフトさ
せ、来訪者の増加を図ることが必要である。

今後の課題・方針

・ハリヨが間近で観察ができるよう整備されたことから、
継続して観察会などを開き、知名度の向上によって交流人
口の増加を図る。

交付金種別 拠点整備交付金

事業目標　（KPI）

・リニューアルしたハリヨ公園において、池内の藻の清掃や
ザリガニなどの外来種の駆除を行いハリヨの繁殖しやすい環
境整備を行うことが出来た。
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令和３年度　地方創生拠点整備交付金事業の効果検証

交付金対象事業 山県バスターミナル賑わい創出プラットフォーム整備事業

広域 担当課 まちづくり・企業支援課

単独 事業期間 令和２～６年度（効果測定期間）

基本目標 3　自然との融和を目指すまちづくり

基本的方向 ひとが生き生きと暮らし、しごとが豊かにあふれることで、まちにひとが集まり、更なる魅力や活力
を創出することにつながります。

事業費（計画額） 62,000千円 事業完了（見込）額 12,000千円

事業概要・目的
実施事業名 事業概要 事業費（計画額） 事業完了（見込）額

山県市バスターミナ
ル賑わい創出プラッ
トフォーム整備事業

【賑わい拠点となる複合施設】
・市内に点在する観光施設への誘導
・観光コンテンツ紹介をする案内所
・レストラン
・農産物及び加工品販売
・市内の土産物等の販売
を行い魅力向上や賑わいの創出を図る。

【駐車場の整備】
バス利用者のみならず、隣接する国道２５６号の通過者を呼び込む
ため、駐車場の整備を行う。

12,000千円
(令和2年度か

ら繰越)
12,000千円

H30 R2 R3 R4 R5 R6
基準値 実績値 目標値 実績値 目標値 目標値 目標値

年間複合施設来客者数 0人 0人 140,000人 140,672人 154,000人 161,000人 168,000人

レストラン・物販売上額（千円） 0 0 98,000 246,803 107,800 112,700 117,600

観光案内利用者数 0件 0件 11,200件 2,013件 12,320件 12,880件 13,440件

事業成果 得られた知見・ノウハウ
整備事業は完了したが、事業目標の観光案内利用者数が目標
と大きくかけ離れている。

今後の課題・方針

事業目標の観光案内利用者数が、目標より大幅に少ない理由
を探り、目標達成に向けて努力する。

交付金種別 拠点整備交付金

事業目標　（KPI）

山県バスターミナル内の民間事業者主導による賑わい創出拠
点施設整備に関連して、駐車場施設を整備した。

賑わい創出拠点施設

施設内部

- 21 -



○

●

1

2

3

令和４年度　地方創生拠点整備交付金事業の概要

交付金対象事業 山県バスターミナル賑わい創出プラットフォーム整備事業

広域 担当課 まちづくり・企業支援課

単独 事業期間 令和２～６年度（効果測定期間）

3　自然との融和を目指すまちづくり

基本的方向 ひとが生き生きと暮らし、しごとが豊かにあふれることで、まちにひとが集まり、更なる魅力や活力
を創出することにつながります。

事業費（計画額） 0千円 事業完了（見込）額 0千円

事業概要・目的

実施事業名 事業概要 事業費（計画額） 事業完了（見込）額

山県バスターミナル
賑わい創出プラット
フォーム整備事業

[山県バスターミナル賑わい創出PR事業]
・マスコミへのプレスリリース・ホームページ等を活用した広報活
動

「賑わい拠点となる複合施設」
・市内に点在する観光施設への誘導
・観光コンテンツを紹介する案内所
・レストラン
・農産物及び加工品の販売
・市内の土産品販売を行い魅力向上や賑わいの創出を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0千円 0千円

H30 R2 R3 R4 R5 R6
基準値 実績値 目標値 実績値 目標値 目標値 目標値

年間複合施設来客者数 0人 0人 140,000人 140,672人 154,000人 161,000人 168,000人

レストラン・物販売上額（千円） 0 0 98,000 246,803 107,800 112,700 117,600

観光案内利用者数 0件 0件 11,200件 2,013件 12,320件 12,880件 13,440件

事業計画 事業目標設定

交付金種別 拠点整備交付金

基本目標

事業目標　（KPI）

山県バスターミナル賑わい創出プラットホーム整備事業は完
了したが、事業目標の観光案内利用者数の達成率が悪いた
め、今後利用者数を増やせるよう検討していく。

・年間複合施設来客数は、人が集まることによって店舗が賑
わうなど、中長期的に右肩上がりの発展を目指して、施設へ
の来客数を設定。

・当該施設での売上は近隣進出店舗の売上にも相関すると考
えられることを踏まえ設定。

・この施設の観光案内から点在する市内観光地への誘導を目
指し、マクロ的視点で分析するため設定。
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令和４年度　地方創生拠点整備交付金事業の概要

交付金対象事業 （仮称）山県市グリーンプラザみやま多目的交流拠点施設整備事業

広域 担当課 まちづくり・企業支援課

単独 事業期間 令和４～５年度

3　自然との融和を目指すまちづくり

基本的方向 ひとが生き生きと暮らし、しごとが豊かにあふれることで、まちにひとが集まり、更なる魅力や活
力を創出することにつながります。

事業費（計画額） 7,108千円 事業完了（見込）額 7,108千円

事業概要・目的

実施事業名 事業概要 事業費（計画額） 事業完了（見込）額

（仮称）山県市グ
リーンプラザみやま
多目的交流拠点施設
整備事業

新たに整備する多目的交流拠点施設は、老朽化や後発の近隣類似施
設の増加による利用者減少に対応し、山県市観光のPRポイントであ
る、自然体験機能をさらに魅力的に発信することを目指す。

7,108千円 7,108千円

Ｒ２ R４ R５ R６

基準値 目標値 実績値 目標値 目標値

グリーンプラザみやま観光入込客数 9,680人 13,000人 － 13,260人 13,530人

喫茶miyama hutの飲食販売額 400千円 400千円 － 500千円 1,700千円

大黒山登山者数 100人 150人 － 160人 170人

交流人口（年間観光地点別入込客数・年間） 318,300人 329,200人 － 340,000人 350,800人

事業計画 事業目標設定

交付金種別 拠点整備交付金

基本目標

事業目標　（KPI）

グリーンプラザみやまは、施設の老朽化、近隣の類似施設の
増加に伴い利用者減少が続いているため、山県市のPRポイン
トである、自然の魅力をSNS等を利用して発信し交流人口や
利用者の増加に努める。

①賑わいの拠点づくりは、各イベント等の実施により中長
期的に右肩上がりの発展を目指すべきであるため、来客数
を設定した。
②施設利用売り上げは飲食販売額に相関すると考え設定し
た。
③施設利用売り上げは、当施設の周辺にある大黒山登山者
数に相関すると考え設定した。
④市内観光地への誘導を目指しており、マクロ的視点で分
析するため設定した。　　　　　　　　　　　　　
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